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図 1　第 1国が協力する必要条件 図 2　第 1国が協力する十分条件

上図について、第 2国が協力を選択する  の組は各図を180度回転させ

たグラフである。ゆえに、45度線上では協力を選択するための十分条件を両

国が満たすことがわかる。なお、必要条件の導出にあたっては    につい

て、   → 0  の極限がとられており、十分条件の導出には  → ∞ の極限が計算

されている。ゆえに、削減コストに関するパラメータが小さく被害の程度に関

するパラメータが大きいほど、十分条件の状況に近づくことが考えられる。以

上のような結果について、藤田（2017）では「協力関係の実現には、公共財か

らの便益と供給コストについて、相手国と比べた際の相対的大小関係の一致が

重要である。」とまとめられている。

Ⅴ．技術開発による効果

以上の結果をもとに、第 1段階で技術開発が行われることが、第 1国が協力

することを選択するインセンティブにどのような影響を与えるか検討する。

第 1国が協力を選択する場合の利得  と非協力（私的な削減）を選択する場

合の利得  のそれぞれに  を代入して  となる条件を考える。

しかし、これらの条件を一般形のまま解析的に検討することは困難であるた

め、技術開発なしであれば私的に削減量を選択する（非協力を選択する）パラ
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メータのもとで分析を行う7。このとき、 　　　　　　  である状態を考える8。こ

のパラメータのもとでは、前章で述べた必要条件を満たさないため、第 1国は

協力しないことを選択する。

以上の設定により、  に  を代入

して  として両者の差分を考える。  ならば第 1国は協力を選

択し、  ならば第 1国は協力を選択しない。実際に代入した式を整理する

と、

となる。さらに両者の差を計算すると、

と計算できる。ここでは  と固定したもとで、任意の   を考
えていることに注意すると、どれほど技術開発を行うとしても（また、  が大

きく、技術開発効率がどれほど高いとしても）協力の枠組みへ参加する意思決

定を変化させることはできないと考えられる。

しかし、この結果は  としてパラメータを固定したことに依存し

ていると考えられるため、次に   について  > 0 となる条件

を検討する。ここで、  > 0 は以下の通り計算できる。

7 すなわち  のケースを考えると  となるので、藤田（2017）の状況に一
致する。以降の分析では、技術開発の存在によって、各国が協力を選択する領域
に近づく条件の検討を目的とする。

8 このパラメータ設定は、第 1国は被害の程度は相手国と比べて若干小さいものの、
削減コストが相手国と比べて大きく高いことを表している。
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上式の成立は一概に言えないものの、たとえば   のと

き上式は満たされ、  のもとでは満たされない。ここで、

とする。このとき、次の命題が言える。

命題 1：�‌  であり、元々の削減コストが高いほど削減技術開発による協

力した場合に実現する利得が高まる。

命題 2：�  のとき

となる。

まず命題 1について、元々の削減コストが高まることは協力のインセンティ

ブを高めることに寄与する。これは  と設定していることが大きく関連し

ており、  の状態から  が減少すると協力を選択する領域に近づく。  が

小さくなるとは  が小さくなることを意味し、このとき研究開発を行うこと

による協力することが相対的に望ましいことを表している。他方命題 2につい

て、  については、それぞれの大きさが技術開発による協力の便益を高め

るとは一概に言い難い。すなわち、
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となるため、  が十分に小さいならば  が大きいほど、削減に関する技

術開発を行うことで協力する状況の相対的な利得が増加するものの、  が大

きい場合にはその逆の効果が考えられると言える。

Ⅵ．結論

本稿では藤田（2017）の分析結果に基づいて、気候変動問題に関する国家間

交渉について、削減技術の開発が排出枠取引制度を通じた協力の枠組みに参加

する利得を相対的に高めることができるか検討した。

中でも削減コストが相対的に高く、被害の程度が相対的にやや小さい国に関

する削減技術開発の誘因を考え、元々の削減コストが高い（  が大きい）とき、

技術開発により協力することの相対的な利得を高めることができることが明ら

かになった。他方、元々の削減コスト  が十分に小さいときには、被害の程

度  や削減技術開発の効率  が大きいほど、削減技術の開発を通じて、協力

することによる相対的な利得が高まることが明らかとなった。

しかし、本稿では特定のパラメータのもとでの分析しか行われておらず、よ

り一般的な分析が今後は必要である。さらに、本稿のモデルでは第 1国のみに

削減コストに関する技術開発を行う手番を与えていたが、 2国が技術開発を行

うことも考えられるし、このとき技術移転等の存在を考慮することもできる。

このような観点でモデルを拡張して分析を行うことが今後の課題である。
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